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○厚生省告示第二十五号

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十二年二月厚生省告示第十九号）及

び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成十二年二月厚生省告示第二十一号

）の規定に基づき、厚生大臣が定める基準を次のように定め、平成十二年四月一日から適用する。

平成十二年二月十日 厚生大臣 丹羽 雄哉

厚生大臣が定める基準

一 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十二年二月厚生省告示第十九号）

別表指定居宅サービス介護給付費単位数表の訪問看護費の注４の厚生大臣が定める基準

利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時対応できる体

制にあること。

二 指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成十二年二月厚生省告示第二十一

号）別表第二食事の提供に要する費用の額の算定表の注１の厚生大臣が定める基準

厚生大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所介護費等の算定方

法（平成十二年二月厚生省告示第二十七号）第七号、第八号及び第九号（看護職員の員数に対する

看護婦又は看護士の配置に係る部分及び別に厚生大臣が定める地域に所在する指定介護療養型医療

施設であって医師の確保に関する計画を都道府県知事に届け出たものにおける医師の員数に係る部

分を除く。）に規定する基準のいずれにも該当しないこと。


